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第 章 介護保険事業の見込みと介護保険料 
 
 

１ 要介護認定者数等の推計

（１）被保険者数の推計

被保険者数は、住民基本台帳に基づき推計を行った高齢者数に、特例として本市の

被保険者として他市町村の施設に入所している人や、他市町の被保険者として本市の

住民となっている人などを考慮して推計しています。

（表１）被保険者数の推計 （単位：人）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

第１号被保険者

～ 歳

歳以上 歳

歳以上

第２号被保険者

合計

※平成 年については実数（各年 月１日現在）

（２）要介護認定者数及び総合事業対象者数等の見込み

第６期における動向及び、高齢者人口の推計から要介護認定者数を見込んでいます。

（表２）要支援・要介護認定者数見込み（再掲） （単位：人）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

要支援１

要支援２

支 援 計

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

介 護 計

合 計

高齢者数にする
認定者数の割合
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※平成 年については実数（各年 月１日現在）

（表 ）総合事業対象者数見込み（再掲） （単位：人）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

総合事業対象者

※平成 年については実数（各年 月１日現在）

２ 介護サービス種類ごとの見込み量

（１）居宅介護サービス等

居宅サービスの利用者数は、第６期における各サービスの利用率が継続するものと

し、認定者数の増加に併せて利用者が増加していく見込みとしています。

（単位： 月あたり）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

訪 問 介 護
回 数

人 数

訪 問 入 浴 介 護
回 数

人 数

訪 問 看 護
回 数

人 数

訪問リハビリテーション
回 数

人 数

居 宅 療 養 管 理 指 導 人 数

通 所 介 護
回 数

人 数

通所リハビリテーション
回 数

人 数

短 期 入 所 生 活 介 護
日 数

人 数

短 期 入 所 療 養 介 護
日 数

人 数

特定施設入居者生活介護 人 数

福 祉 用 具 貸 与 人 数

特 定 福 祉 用 具 販 売 人 数

住 宅 改 修 人 数

居 宅 介 護 支 援 人 数

※平成 年については実数（各年 月１日現在）

（表 ）総合事業対象者数見込み（再掲） （単位：人）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

総合事業対象者

※平成 年については実数（各年 月１日現在）

２ 介護サービス種類ごとの見込み量

（１）居宅介護サービス等

居宅サービスの利用者数は、第６期における各サービスの利用率が継続するものと

し、認定者数の増加に併せて利用者が増加していく見込みとしています。

（単位： 月あたり）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

訪 問 介 護
回 数

人 数

訪 問 入 浴 介 護
回 数

人 数

訪 問 看 護
回 数

人 数

訪問リハビリテーション
回 数

人 数

居 宅 療 養 管 理 指 導 人 数

通 所 介 護
回 数

人 数

通所リハビリテーション
回 数

人 数

短 期 入 所 生 活 介 護
日 数

人 数

短 期 入 所 療 養 介 護
日 数

人 数

特定施設入居者生活介護 人 数

福 祉 用 具 貸 与 人 数

特 定 福 祉 用 具 販 売 人 数

住 宅 改 修 人 数

居 宅 介 護 支 援 人 数
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（２）地域密着型サービス

地域密着型サービスについては、第４章のサービス基盤の整備目標に基づき、小規

模多機能型居宅介護が増加する見込みとしています。

（単位： 月あたり）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

夜間対応型訪問介 護
回 数 － － －

人 数 － － －

地域密着型通所介護
回 数

人 数

認知症対応型通所介護
回 数

人 数

認知症対応型共同生活介護 人 数

地域密着型特定施設入居者生活介護 人 数 － － －

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 人 数

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人 数

小規模多機能型居宅介護
（看護小規模多機能型居宅介護事業所含む）

人 数

（３）介護保険施設

介護保険施設については、定員数の増加を目的とした整備を行わないため、利用者

数の増加は、市外の利用者の退所に伴う増加のみを見込んでいます。

（単位： 月あたり）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

介 護 老 人 福 祉 施 設 人 数

介 護 老 人 保 健 施 設 人 数

介 護 医 療 院 人 数

介護療養型医療施 設 人 数 ０ ０

合 計 人 数

（２）地域密着型サービス

地域密着型サービスについては、第４章のサービス基盤の整備目標に基づき、小規

模多機能型居宅介護が増加する見込みとしています。

（単位： 月あたり）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

夜 間 対 応 型 訪 問 介 護
回 数 － － －

人 数 － － －

地 域 密 着 型 通 所 介 護
回 数

人 数

認知症対応型通所介護
回 数

人 数

認知症対応型共同生活介護 人 数

地域密着型特定施設入居者生活介護 人 数 － － －

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 人 数

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人 数

小規模多機能型居宅介護
（看護小規模多機能型居宅介護事業所含む）

人 数

（３）介護保険施設

介護保険施設については、定員数の増加を目的とした整備を行わないため、利用者

数の増加は、市外の利用者の退所に伴う増加のみを見込んでいます。

（単位： 月あたり）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

介 護 老 人 福 祉 施 設 人 数

介 護 老 人 保 健 施 設 人 数

介 護 医 療 院 人 数

介 護 療 養 型 医 療 施 設 人 数 ０ ０

合 計 人 数
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３ 予防サービス種類ごとの見込み量

（１）介護予防サービス

介護予防サービスの利用者数は、第６期のサービス利用率が継続するものとし、認

定者の増加に併せて利用者が増加していく見込みとしています。

（単位： 月あたり）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

介護予防訪問入浴介護
回 数

人 数

介 護 予 防 訪 問 看 護
回 数

人 数

介護予防訪問リハビリテーション
回 数

人 数

介護予防居宅療養管理指導 人 数

介護予防通所リハビリテーション 人 数

介護予防短期入所生活介護
回 数

人 数

介護予防短期入所療養介護
回 数

人 数

介護予防特定施設入居者生活介護 人 数

介護予防福祉用具貸与 人 数

特定介護予防福祉用具販売 人 数

介 護 予 防 住 宅 改 修 人 数

介 護 予 防 支 援 人 数

（２）地域密着型介護予防サービス

地域密着型介護予防サービスについても、第４章のサービス基盤の整備目標に基づ

き、介護予防小規模多機能型居宅介護の利用者が増加する見込みとしています。

（単位： 月あたり）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

介護予防認知症対応型通所介護
回 数

人 数

介護予防認知症対応型共同生活介護 人 数

介護予防小規模多機能型居宅介護 人 数

３ 予防サービス種類ごとの見込み量

（１）介護予防サービス

介護予防サービスの利用者数は、第６期のサービス利用率が継続するものとし、認

定者の増加に併せて利用者が増加していく見込みとしています。

（単位： 月あたり）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

介護予防訪問入浴介護
回 数

人 数

介 護 予 防 訪 問 看 護
回 数

人 数

介護予防訪問リハビリテーション
回 数

人 数

介護予防居宅療養管理指導 人 数

介護予防通所リハビリテーション 人 数

介護予防短期入所生活介護
回 数

人 数

介護予防短期入所療養介護
回 数

人 数

介護予防特定施設入居者生活介護 人 数

介護予防福祉用具貸与 人 数

特定介護予防福祉用具販売 人 数

介 護 予 防 住 宅 改 修 人 数

介 護 予 防 支 援 人 数

（２）地域密着型介護予防サービス

地域密着型介護予防サービスについても、第４章のサービス基盤の整備目標に基づ

き、介護予防小規模多機能型居宅介護の利用者が増加する見込みとしています。

（単位： 月あたり）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

介護予防認知症対応型通所介護
回 数

人 数

介護予防認知症対応型共同生活介護 人 数

介護予防小規模多機能型居宅介護 人 数
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４ 地域支援事業の見込み量

地域支援事業については、各事業の実績から利用者等を見込んでいます。

（１）介護予防・日常生活支援総合事業

介護予防・生活支援サービス事業

平成 年度 平成 年度 平成 年度

通所型サービス事 業 延べ利用者数

訪 問 型サービス事 業 延べ利用者数

家事支援サービス事業 延べ利用者数

介護予防ケアマネジメント事業 件 数

審 査 支 払 手 数 料 件 数

一般介護予防事業

平成 年度 平成 年度 平成 年度

介 護 予 防 把 握 事 業 把 握 数

介護予防普及啓発事業 利用者数

地域介護予防活動支援事業 団 体 数

一般介護予防事業評価事業 ― ― ―

地域リハビリテーション活動支援事業 活動支援回数 ４ ４ ４

（２）包括的支援事業

平成 年度 平成 年度 平成 年度

包 括 的 支 援 事 業

センター数
（サブセンター数）

１か所（１か所）

ブランチ数

総 合 相 談 支 援

相談延べ件数

ブランチへの新規相談実件数

地域ケア会議開催数

権 利 擁 護 事 業
研修会開催数

ケース検討会開催数

包括的・継続的ケアマネジメント支援 ケース検討会

在宅医療・介護連携推進事業
他職種連携
研修開催数

生活支援体制整備事業
家事支援サービス
利用登録数

認知症総合支援事業 認知症地域推進員配置数

４ 地域支援事業の見込み量

地域支援事業については、各事業の実績から利用者等を見込んでいます。

（１）介護予防・日常生活支援総合事業

介護予防・生活支援サービス事業

平成 年度 平成 年度 平成 年度

通 所 型 サ ー ビ ス 事 業 延べ利用者数

訪 問 型 サ ー ビ ス 事 業 延べ利用者数

家事支援サービス事業 延べ利用者数

介護予防ケアマネジメント事業 件 数

審 査 支 払 手 数 料 件 数

一般介護予防事業

平成 年度 平成 年度 平成 年度

介 護 予 防 把 握 事 業 把 握 数

介護予防普及啓発事業 利用者数

地域介護予防活動支援事業 団 体 数

一般介護予防事業評価事業 ― ― ―

地域リハビリテーション活動支援事業 活動支援回数 ４ ４ ４

（２）包括的支援事業

平成 年度 平成 年度 平成 年度

包 括 的 支 援 事 業

セ ン タ ー 数
（サブセンター数）

１か所（１か所）

ブ ラ ン チ 数

総 合 相 談 支 援

相談延べ件数

ブランチへの新規相談実件数

地域ケア会議開催数

権 利 擁 護 事 業
研修会開催数

ケース検討会開催数

包括的・継続的ケアマネジメント支援 ケース検討会

在宅医療・介護連携推進事業
他 職 種 連 携
研 修 開 催 数

生活支援体制整備事業
家事支援サービス
利 用 登 録 数

認 知 症 総 合 支 援 事 業 認知症地域推進員配置数
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（３）任意事業

平成 年度 平成 年度 平成 年度

介護給付等費用適正化事業 給付費通知対象月

家 族 介 護 支 援 事 業 介護用品支給人数

成年後見制度利用支援事業
利 用 件 数
申し立て件数

ひとり暮らし高齢者ふれあいの集い事業 一人暮らし参加者数

福祉用具･住宅改修支援事業 利 用 回 数

地域自立生活支援事業
配食サービス利用者数

見守りネット形成数

（３）任意事業

平成 年度 平成 年度 平成 年度

介護給付等費用適正化事業 給付費通知対象月

家 族 介 護 支 援 事 業 介護用品支給人数

成年後見制度利用支援事業
利 用 件 数
申し立て件数

ひとり暮らし高齢者ふれあいの集い事業 一人暮らし参加者数

福祉用具･住宅改修支援事業 利 用 回 数

地 域 自 立 生 活 支 援 事 業
配食サービス利用者数

見守りネット形成数
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５ 介護保険事業に係る費用の見込み

（１）介護給付費の見込み

（単位：千円）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 合計

居 宅 介 護 サ ー ビ ス 費

地域密着型介護サービス費

施 設 介 護 サ ー ビ ス 費

高 額 介 護 サ ー ビ ス 費 等

特定入所者介護サービス費

合 計

（２）予防給付費の見込み

（単位：千円）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 合計

介 護 予 防 サ ー ビ ス 費

地域密着型介護予防サービス費

高額介護予防サービス費等

特定入所者介護予防サービス費

合 計

（３）保険給付費・標準給付費の見込み

（単位：千円）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 合計

保 険 給 付 費 見 込 額

介 護 給 付 費

予 防 給 付 費

審 査 支 払 手 数 料

合計（標準給付費見込額）

※標準給付費･･･調整交付金の算定対象となる数値。

（４）地域支援事業費の見込み

（単位：千円）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 合計

介護予防日常生活支援総合事業

包括的支援・任意事業費

合 計

※介護予防日常生活支援総合事業･･･調整交付金の算定対象となる数値。

５ 介護保険事業に係る費用の見込み

（１）介護給付費の見込み

（単位：千円）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 合計

居 宅 介 護 サ ー ビ ス 費

地域密着型介護サービス費

施 設 介 護 サ ー ビ ス 費

高 額 介 護 サ ー ビ ス 費 等

特定入所者介護サービス費

合 計

（２）予防給付費の見込み

（単位：千円）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 合計

介 護 予 防 サ ー ビ ス 費

地域密着型介護予防サービス費

高額介護予防サービス費 等

特定入所者介護予防サービス費

合 計

（３）保険給付費・標準給付費の見込み

（単位：千円）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 合計

保 険 給 付 費 見 込 額

審 査 支 払 手 数 料

合計（標準給付費見込額）

※標準給付費･･･調整交付金の算定対象となる数値。

（４）地域支援事業費の見込み

（単位：千円）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 合計

介護予防日常生活支援総合事業

包括的支援・任意事業費

合 計

※介護予防日常生活支援総合事業･･･調整交付金の算定対象となる数値。

介 護 給 付 費

予 防 給 付 費
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＜内訳＞

①介護予防・日常生活支援総合事業

介護予防・生活支援サービス事業 （単位：千円）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 合計

通 所 型 サ ー ビ ス 事 業

訪 問 型 サ ー ビ ス 事 業

家事支援サービス事業

高額介護予防サービス費相当事業

介護予防ケアマネジメント事業

審 査 支 払 手 数 料

一般介護予防事業 （単位：千円）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 合計

介 護 予 防 把 握 事 業

介護予防普及啓発事業

地域介護予防活動支援事業

一般介護予防事業評価事業

地域リハビリテーション活動支援事業

②包括的支援事業 （単位：千円）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 合計

包 括 的 支 援 事 業

総 合 相 談 支 援

権 利 擁 護 事 業

在宅医療・介護連携推進事業

生活支援体制整備事業

認 知 症 総 合 支 援 事 業

③任意事業 （単位：千円）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 合計

介護給付等費用適正化事業

家 族 介 護 支 援 事 業

成年後見制度利用支援事業

福祉用具･住宅改修支援事業

地域自立生活支援事業

（５）介護保険事業に係る総費用の見込み

（単位：千円）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 合計

介 護 保 険 事 業 費

＜内訳＞

①介護予防・日常生活支援総合事業

介護予防・生活支援サービス事業 （単位：千円）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 合計

通 所 型 サ ー ビ ス 事 業

訪 問 型 サ ー ビ ス 事 業

家 事 支 援 サ ー ビ ス 事 業

高 額 介 護 予 防 サ ー ビ ス 費 相 当 事 業

介護予防ケアマネジメント事業

審 査 支 払 手 数 料

一般介護予防事業 （単位：千円）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 合計

介 護 予 防 把 握 事 業

介護予防普及啓発事 業

地域介護予防活動支援事業

一般介護予防事業評価事業

地域リハビリテーション活動支援事業

②包括的支援事業 （単位：千円）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 合計

包 括 的 支 援 事 業

総 合 相 談 支 援

権 利 擁 護 事 業

在宅医療・介護連携推進事業

生 活 支 援 体 制 整 備 事 業

認 知 症 総 合 支 援 事 業

③任意事業 （単位：千円）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 合計

介護給付等費用適正化事業

家 族 介 護 支 援 事 業

成年後見制度利用支援事業

福祉用具･住宅改修支援事業

地 域 自 立 生 活 支 援 事 業

（５）介護保険事業に係る総費用の見込み

（単位：千円）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 合計

介 護 保 険 事 業 費
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６ 第 号被保険者の介護保険料の算定

（１）所得段階別被保険者数の推計

（単位：人）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 合計

第１号被保険者

～ 歳

～８４歳

歳以上

所得段階別被保険者数

第１段階

第２段階

第３段階

第４段階

第５段階

第６段階

第７段階

第８段階

第９段階

第 段階

第 段階

第 段階

合計

所得段階別加入割合
補正第 号被保険者数

（２）調整交付金の推計

（単位：千円）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 合計

標準給付費見込額 ＋

介護予防･日常生活支援総合事業

調整交付金相当額

調整交付金見込交付割合 ％ ％ ％

調整交付金見込額 ４

調整交付金の差額 ▲

６ 第 号被保険者の介護保険料の算定

（１）所得段階別被保険者数の推計

（単位：人）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 合計

第１号被保険者

～ 歳

～８４歳

歳以上

所得段階別被保険者数

第１段階

第２段階

第３段階

第４段階

第５段階

第６段階

第７段階

第８段階

第９段階

第 段階

第 段階

第 段階

合計

所得段階別加入割合
補正第 号被保険者数

（２）調整交付金の推計

（単位：千円）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 合計

標準給付費見込額 ＋

介護予防･日常生活支援総合事業

調整交付金相当額

調整交付金見込交付割合 ％ ％ ％

調整交付金見込額 ４

調整交付金の差額 ▲
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（３）第１号被保険者の介護保険料

標準給付費見込額 千円

標準給付費保険料負担額 ＝ × ％ 千円

地域支援事業費見込額 千円

地域支援事業費保険料負担額 ＝ × ％ 千円

財政調整交付金差額 千円

保険料負担総額 ＝ ＋ ＋ 千円

介護保険事業調整基金取崩予定額 千円

介護保険料収納率見込 ％

軽減後の保険料負担総額 ≒（ － ）÷ 千円

補正第 号被保険者数 人

保険料基準額

年額 ＝÷ 円

月額 ＝ ÷ 円

（３）第１号被保険者の介護保険料

標準給付費見込額 千円

標準給付費保険料負担額 ＝ × ％ 千円

地域支援事業費見込額 千円

地域支援事業費保険料負担額 ＝ × ％ 千円

財政調整交付金差額 千円

保険料負担総額 ＝ ＋ ＋ 千円

介護保険事業調整基金取崩予定額 千円

介護保険料収納率見込 ％

軽減後の保険料負担総額 ≒（ － ）÷ 千円

補正第 号被保険者数 人

保険料基準額

年額 ＝÷ 円

月額 ＝ ÷ 円
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（４）介護保険事業の財源

加賀市の介護保険事業の財源は、次の通りです。

※介護保険事業調整基金の取り崩し：第６計画までに負担していただいた介護保険料の余剰分

※財政調整交付金の差額： 歳以上人口や低所得者数の割合に応じて負担する分

※居宅給付費：介護保険給付費のうち施設給付費を除いたもの

※施設給付費：介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、介護療養型医療施設、特定施設に係る給付費

（５）所得段階別保険料額

平成 ７年度以降（第 期計画中）に国の標準が 段階から 段階に細分化された

ことにともない、被保険者に応じた保険料の負担段階設定となるよう所得段階を細分化

し、保険料の段階を 段階としています。また、低所得者の負担軽減のため、第 段

階に対し、公費による保険料の軽減も引き続き行います。（ → ）

 

居宅給付費 施設等給付費

標準給付費

地域支援事業費

第１

段階

第２

段階

第３

段階

第４

段階

第５

段階

第６

段階

第７

段階

第８

段階

第９

段階

第１０

段階

第１１

段階

第１２

段階

基準額

保険料段階設定のイメージ図 

１号保険料 調整基金

公費軽減

２号保険料

市

県

国

調整交付金差額

１号保険料 調整基金

公費軽減

２号保険料

市

県

国

調整交付金差額

１号保険料 調整基金

公費軽減

２号保険料

市

県

国

調整交付金差額

１号保険料
調整基金

公費軽減

市

県

国

（４）介護保険事業の財源

加賀市の介護保険事業の財源は、次の通りです。

※介護保険事業調整基金の取り崩し：第６計画までに負担していただいた介護保険料の余剰分

※財政調整交付金の差額： 歳以上人口や低所得者数の割合に応じて負担する分

※居宅給付費：介護保険給付費のうち施設給付費を除いたもの

※施設給付費：介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、介護療養型医療施設、特定施設に係る給付費

（５）所得段階別保険料額

平成 ７年度以降（第 期計画中）に国の標準が 段階から 段階に細分化された

ことにともない、被保険者に応じた保険料の負担段階設定となるよう所得段階を細分化

し、保険料の段階を 段階としています。また、低所得者の負担軽減のため、第 段

階に対し、公費による保険料の軽減も引き続き行います。（ → ）

 

居宅給付費 施設等給付費

標準給付費

地域支援事業費

第１

段階

第２

段階

第３

段階

第４

段階

第５

段階

第６

段階

第７

段階

第８

段階

第９

段階

第１０

段階

第１１

段階

第１２

段階

基準額

保険料段階設定のイメージ図 

１号保険料 調整基金

公費軽減

２号保険料

市

県

国

調整交付金差額

１号保険料 調整基金

公費軽減

２号保険料

市

県

国

調整交付金差額

１号保険料 調整基金

公費軽減

２号保険料

市

県

国

調整交付金差額

１号保険料
調整基金

公費軽減

市

県

国
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所得段階

保険料額
基準額に

乗ずる額
対象となるもの者

年額
月額

（※参考値）

第 段階

生活保護受給者又は老齢福祉年金受給者、又

は世帯全員が市民税非課税で課税年金収入額

と合計所得金額の合計額が 万円以下

第 段階

世帯全員が市民税非課税で課税年金収入

額と合計所得金額の合計額が 万円超

万円以下

第 段階
世帯全員が市民税非課税で課税年金収入

額と合計所得金額の合計額が 万円超

第４段階
本人が市民税非課税者で課税年金収入額

と合計所得金額の合計額が 万円以下

第５段階

（基準額）

本人が市民税非課税者で課税年金収入額

と合計所得金額の合計額が 万円超

第６段階
本人が市民税課税者で合計所得金額が

万円未満

第７段階
本人が市民税課税者で合計所得金額が

万円以上 万円未満

第８段階
本人が市民税課税者で合計所得金額が

万円以上 万円未満

第９段階
本人が市民税課税者で合計所得金額が

万円以上 万円未満

第 段階
本人が市民税課税者で合計所得金額が

万円以上 万円未満

第 段階
本人が市民税課税者で合計所得金額が

万円以上 万円未満

第 段階
本人が市民税課税者で合計所得金額が

万円以上

※月額については年額を で割った金額であり、実際に月ごとに賦課される金額ではありません。

※合計所得金額とは、地方税法上、年金などの雑所得や給与所得などの合計金額をいいます。各所得金額は、

所得の種類により、収入金額から必要経費などを差し引いて算出します（収入が年金のみの場合、年金収入

から公的年金等控除額を差し引いた額が、合計所得金額となります）。

所得段階

保険料額
基準額に

乗ずる額
対象となるもの者

年額
月額

（※参考値）

第 段階

生活保護受給者又は老齢福祉年金受給者、又

は世帯全員が市民税非課税で課税年金収入額

と合計所得金額の合計額が 万円以下

第 段階

世帯全員が市民税非課税で課税年金収入

額と合計所得金額の合計額が 万円超

万円以下

第 段階
世帯全員が市民税非課税で課税年金収入

額と合計所得金額の合計額が 万円超

第４段階
本人が市民税非課税者で課税年金収入額

と合計所得金額の合計額が 万円以下

第５段階

（基準額）

本人が市民税非課税者で課税年金収入額

と合計所得金額の合計額が 万円超

第６段階
本人が市民税課税者で合計所得金額が

万円未満

第７段階
本人が市民税課税者で合計所得金額が

万円以上 万円未満

第８段階
本人が市民税課税者で合計所得金額が

万円以上 万円未満

第９段階
本人が市民税課税者で合計所得金額が

万円以上 万円未満

第 段階
本人が市民税課税者で合計所得金額が

万円以上 万円未満

第 段階
本人が市民税課税者で合計所得金額が

万円以上 万円未満

第 段階
本人が市民税課税者で合計所得金額が

万円以上

※月額については年額を で割った金額であり、実際に月ごとに賦課される金額ではありません。

※合計所得金額とは、地方税法上、年金などの雑所得や給与所得などの合計金額をいいます。各所得金額は、

所得の種類により、収入金額から必要経費などを差し引いて算出します（収入が年金のみの場合、年金収入

から公的年金等控除額を差し引いた額が、合計所得金額となります）。
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７ 中・長期的な介護保険事業の見込み 

本計画においては、中・長期的な視点に立ち、介護需要のピーク時を視野に入れた平成

37 年（2025）の介護保険事業のサービス量・事業費・保険料の推計を示します。 

（１）介護保険事業サービス費 

           （単位：人） 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 3７年度 

総人口 67,173 66,251 65,303 60,339 

 高齢者 11,217 10,906 10,923 8,506 

 後期高齢者 11,499 11,738 11,703 13,318 

 高齢化率 33.8％ 34.2％ 34.6％ 36.2％ 

要支援・要介護認定者 3,667 3,718 3,769 4,011 

 要支援 767 774 779 814 

 要介護 2,900 2,944 2,990 3,197 

地域支援事業  

 センター数(サブセンター数)  1 か所（１か所） 1 か所（１か所） 

 ブランチ設置数 17 か所 ２２か所 

 総合事業対象者 184 184 187 213 

 介護予防マネジメント事業（件） 2,606 2,660 2,720 3,000 

 

（２）介護保険給付費と地域支援事業費 

          （単位：千円） 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 3７年度 

介護保険給付費 6,824,438 6,950,813 7,131,559 7,336,041 

 居宅サービス 2,076,546 2,137,173 2,218,712 2,336,214 

 地域密着サービス 1,737,792 1,764,875 1,826,228 1,888,071 

 施設サービス 2,566,089 2,598,043 2,628,850 2,622,284 

 その他 444,011 450,722 457,769 489,472 

地域支援事業費 504,411 518,485 528,127 559,182 

 介護予防日常生活支援総合事業 313,014 324,714 329,938 354,014 

 包括的支援事業・任意事業 191,397 193,771 198,189 205,168 

 

（３）介護保険事業費と保険料水準 

介護保険事業計画期間 第７期 平成３７年度 

介護保険事業費（千円） 7,328,849 7,469,298 7,659,686 7,895,223 

介護保険料基準額 6,300 円／月 7,４00 円／月 

※平成３７年度の推計保険料については調整基金等未考慮 
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